
中野区 土壌汚染調査(環境確保条例第116条)の手続の流れ
※ 工場等廃止日 平成31年4月1日以降

工場又は指定作業場を設置している事業者が、
工場又は指定作業場を廃止・除却するとき

特定有害物質
の取扱い

○ 廃止届出書
○ 特定有害物質取扱状況報告書
 （平成13年10月1日以降廃止施設が対象）

条例第116条の
調査義務なし

取扱なし

条例第116条の調
査義務あり

取扱あり

工場等廃止者・施設等除却者
（有害物質取扱事業者であった者）

建物等があり
汚染状況調査が困難な場合であり
人の健康に被害が生ずる恐れがない場合

廃止の日から起算して120日以内、
又は主要な施設の除却に伴い土壌の掘削を行う
日の30日前のいずれか早い日まで

調査猶予の要件を満たさなくなったとき

調査対象物質の
土壌汚染 台帳の調製・公開

汚染あり

汚染状況調査の実施
結果報告

調査猶予確認申請
猶予確認申請事項に変更があった
場合は「調査猶予確認事項変更届

出書」を提出する必要あり

汚染拡散防止措置の実施

汚染地を改変する場合健康リスクがある汚染の場合
一定濃度を超える汚染がある場合

土壌汚染の除去等の措置の実施

汚染拡散防止計画の
作成・提出

土壌地下水汚染対策
計画の作成・提出

記録の保管・承継・汚染地の管理(汚染を残置した場合)

汚染拡散防止措置
完了の届出

土壌地下水汚染対策
完了の届出

汚染なし

令和２年４月作成


